
第３４５回９月県議会特集号
●日本共産党栃木県議団野村せつ子の
県議会でのとりくみを特集しました。
ご意見、ご要望をお聞かせ下さい。
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日本共産党栃木県議団の野村せつ子は、第３４５回議会の一般質問２日目に登壇し、

福田富一知事、宇田貞夫教育長、山本圭子保健福祉部長に一問一答方式で、60分間の一

般質問を行いました。質問と答弁の要旨はつぎの通りです。

被爆者の悲願
政府に署名働きかけを

７月の国連会議で歴史上初めて核兵器を違法化し、核の傘による

威嚇も禁止の対象とする全面的な核兵器禁止条約が採択されました。県内の被爆者(約 人)を200
はじめ、広島・長崎の被爆者が核兵器の非人道性を世界に訴え続けた苦労が実を結びましたが、

政府は条約への参加を拒否しています。歴史的条約採択の受け止め、政府への署名の働きかけ

について質問しました。知事は「唯一の被爆国であるわが国が核兵器の廃絶を世界に強く訴え

続けていくことが重要」としつつも政府の立場に理解を示し 「条約への署名は国の基本に関わ、

る防衛外交に関すること」と答弁を避けました。

民意と安全軽視は許されない
宇都宮市等によるＬＲＴの「軌道敷設工事施行

認可申請書」を受け、県が可とする議案の否決を

求める市民の陳情書が提出されました。手続きは

最終段階ですが、市政と市民の乖離が広がったまま推進することは許さ

れません。平石中央小学校前の路線の危険性、ネットワーク型コンパク

トシティ構想の公共交通の基軸と位置づけながら駅の東西一体で計画が

示されないことなど、市民からの問題提起に応えることなく施工認可申

請に踏み切ったのは時期尚早だと指摘。運営会社への参入・投資、県の

支援総額を質しました。知事は「市は様々な疑問などに丁寧に答えてお

り、理解が進み、期待感も高まっている」と述べ、関係者との調整、議

会との十分な議論を経て申請書が提出されたとの認識を示しました。具

体的支援については「年内には示したい」と先送りしました。野村せつ

子は「民意や安全を軽視すれば先々禍根を残す」と批判しました。

集約・減容化は
住民合意で

環境省は７月、６市町 軒の農家が保管する放射性指定廃棄物を市町・広123
域組合単位で１～数カ所に集約し、減容化する方針を示しました。環境省は市

町・広域組合施設での焼却を推奨していますが、住民合意を得るのは難しく、

焼却以外の方法も含め柔軟な対応が必要です。行政間の協議だけで決められることではな

く、県は住民に周知し住民参加で協議するよう助言すべきだと質しました。知事は「関係

する地域のみならず県全体の問題として県民の理解を得ながら進めることが重要

かつ不可欠 「国と市、町との間に入り、個別の協議が円滑に進むよう調整し、それ」

ぞれの地域の実情に応じた方法で 日も早く保管農家の負担軽減が図られるよう積極1
的に役割を果したい」と述べました。

特例校存続へ
部局連携で支援を

第２期高校再編計画により来年度から日光明峰高校が２学級、

馬頭高校が３学級の特例校となります。２学級での生徒募開始か

ら３年目以降、規定の募集定員を下回ると原則統合されます。３

学級から２学級になると教員定数は８人も減ります。両校の地元

地域では、遠距離通学や進路の不安とともに地域の衰退への強い

危機感が寄せられ、存続への支援を切望しています。全国では中

山間地は１学級でも存続させる方針の県もあります。統合基準の

見直し、教員加配による学力の保障、地域の特性を活かしたカリ

キュラムの充実、施設・寮の整備など、予算を伴う特段の支援を

求めました。教育長は「生徒の確保が困難になった場合には地元

地域と協議し方向性を決めていく」と説明しましたが、教員加配

への前向きな答弁はありませんでした。

知事部局の部局横断的支援を求めた再質問に、知事は「市町の

取り組みも必要。市町が特例校を核に地域の活性化、人材の育成

に取り組むことは地方創生につながる」と述べましたが、県の具

体的支援には言及しませんでした。

ＮＯ．１２ ２０１７年１１・１２月発行日本共産党栃木県議団 NewS

野村せつ子 県議会だよりの
事務所〒321-0167 宇都宮市東浦町21-12 電話028-658-4302 FAX028-658-4374

控室〒320-8501 宇都宮市塙田1-1-20県議会 電話028-623-2623 FAX028-623-2620

一般質問する野村せつ子＝９月２６日

野村せつ子の

一般質問
より

３．農家の
指定廃棄物

２．ＬＲＴ
計画

１．核兵器
禁止条約

４．県立高校
再編計画

(１０月１０日)◆ＬＲＴ関連議案の反対討論

日本共産党「きっぱり中止」を主張
「軌道敷設工事施工認可申請に係る道路管理者の意見につい

て」議案の反対討論を行いました。平石中央小学校前の軌道は学校

北側を防護柵で囲ったＬＲＴ専用軌道で、本来なら鉄道技術基準省

令第39条により辰街道との平面交差は禁止されるべきです。しかし計

画は、新設する市道の併用軌道として軌道法が適用され平面交差

することになります。ＰＴＡ関係者や住民は、学校前に遮断機のない

踏切ができることに反対し、路線変更を求めてきました。避難所であ

る学校周辺の生活道路の遮断や複雑な道路改良により消防車、救

急車の通行阻害も懸念されます。日本共産党はＬＲＴ整備計画にた

いし、県民・市民合意が得られていないこと、街づくりとの整合性・安

全性、税金投入の妥当性など数多くの問題点を指摘し、一貫して中

止を求めてきました。2016年11月の宇都宮市長選のＮＨＫと下野新

聞の出口調査で反対が過半数となり、また最新の民進党県連や市

民団体の調査でもＬＲＴ反対が多数でした。民意なきＬＲＴ整備計画

はきっぱり中止すべきです。
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開会日の９月20日、県議の海外行政調査派遣への反対討論を行いました。最終日の

10月10日、2017年度一般会計補正予算など３議案への反対討論、農業者戸別所得補償

を求める陳情の不採択への反対討論、森林環境税の早期創設を求める国への意見書提

出への反対討論を行いました。

今年もか！県議の海外行政調査に反対■
ヨーロッパへは２度目の派遣で、調査する施設などが

一部未確定のまま提案されました。県民から毎年多額

の税金をかけて行う必要性があるのかと批判の声が広

がっています 「県財政も逼迫しており、県民の税金で。

海外行政調査を行うことには県民の理解が得られない」

と中止を求めました。 )(写真下＝９月２０日

県民１人７００円■
森づくり県民税延長するな
約 億円の「 年度一般会計補正予算」は大部分が12 2017

国庫補助事業で、県単で福祉を拡充する姿勢もなく、当初

予算の流れを変えるものではないと反対しました 「とち。

ぎの元気な森づくり県民税条例の一部改正」は森づくり県

民税(１人 円)を今後 年間延長するもので、期限を切700 10
ってすべての県民に負担を求めたにもかかわらず、安易な

延長は認められません。

農家「戸別所得補償」の陳情採択を■
農家が受け取る県産コシヒカリの概算金は ｋｇ玄米１万３千円で、生産費平均より２千円も60

下回っています。戸別所得補償は民主党政権下で導入され、生産者に歓迎されていました。しかし

安倍政権は 年から米価暴落への補てん部分を削り、主食用作付けへの定額部分を半分に減額し2014
ました。来年度から完全廃止の方向です。これまで生産調整の参加を条件に支給されてきた直接支

払い交付金がなくなると、 の稲作農家にして 万円もの減収です。生産調整のメリットがな20ha 150
くなり、主食用米の作付けが増えれば、米価再暴落への不安が広がります。今年の作柄は冷夏の影

響をまともに受け、天候に左右される稲作には所得補償制度が必要です。

県単保育補助基金活用し、保険税引き下げを
拡充を来年度から国保制度は、県が国保財政を握り保険税額の決定や監 もっと

督など主導的な役割を担います。県の国保税調停額は１世帯あたり

約 万円、１人あたり約 万で過去６年間全国 位以内と高く、収納率は全国 位、滞17 10 10 46
納者への資格証明書交付率は９年連続全国最多。市町の基金等保有額も大変多い現状です。

国保は社会保障であるとの原点にたち、被保険者の負担軽減のため基金の取り崩しや一般会

計からの繰り入れで税額を引き下げること、資産割や均等割の廃止・軽減、資格証明書の発

行抑制を求めました。保健福祉部長は来年度の税額について「大きな負担増は生じない見込

み」とし、税額引き下げの要望には答えませんでした。市町の基金保有額が多いことは認め

ましたが「予期せぬ収入減等に対応するため」活用可能と述べるに止まりました。

高くてまずいダムの水はＮＯ！
県は思川開発南摩ダムの水を県南広域的水道として栃木市、

下野市、壬生町に供給する方針です。この２市１町の水道水源

は、現在、地下水 ％ですが、 年度中に ％を県水に切100 2030 35
。 。 「 」り替えます 事業費は 億円と推定されます 住民は 水道料金が高くなるのはゴメンだ327

「おいしい地下水百％の水道を維持して」と要望しています。豊かな地下水は水源地栃木の

強みであり、ダム事業への参画のために表流水への切り替えを迫ることは宝を捨てるも同然

です。将来人口も水需要も減少が見込まれ、節水や環境保全により地下水を利用し続けるこ

とは可能です。２市１町の住民の合意なく推進することは許されないと、方針の見直しを求

めました。保健福祉部長は「引き続き市町と協議していく 「水道料金等の負担は調査中」」

と答えました。

※一般質問の録画が視聴できます。県ホームページ→県議会トップページの下段「議会のインターネット中継」

→「議員名から選ぶ」→「野村せつ子」

【第３４５回通常会議の概要】

９月議会は９月20日から10月10日まで開催

され「2017年度一般会計補正予算」等18議案、

が原案通り可決されました。日本共産党栃木

県議団は補正予算等５議案に反対しました。

請願・陳情は 免税軽油制度の継続 陳情 白「 」 、「

タク行為容認の規制改革自粛の意見書」陳情

が全会一致で採択され、日本共産党はＬＲＴ

関連議案の否決等を求める陳情２件と「農業

者戸別所得補償制度の再現 陳情の不採択 県」 、「

単保育補助事業の改善」陳情の継続審査等８

件の審査会結果に反対しました。議員提案の

議案・意見書等は「県産木材利用促進条例の

制定「北朝鮮のミサイル・核実験への抗議決」

議」が全会一致で議決された他、６件が議決

されました。日本共産党は「県議の海外行政

調査派遣 および 森林環境税の早期創設 日」 「 」「

しＥＵ・ＥＰＡ交渉」に関する意見書に反対

ました。

第３４６回１２月通常会議は１１月２９日～１２月１８日の日程で開催される予定です。

ヨーロッパ行政調査の概要

日 程 10月22日～29日までの７泊８日

調査国 オランダ ドイツ デンマーク.、 、

目 的 教育、福祉、環境、交通等の調査

派遣議員 とちぎ自民党、民進党・無所

属クラブ、公明党議員会から５人

約８９０万円費 用
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